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第３部第３部第３部第３部    平成平成平成平成22227777（（（（2012012012015555）年度に実施予定の施策）年度に実施予定の施策）年度に実施予定の施策）年度に実施予定の施策        
１１１１    人権一般の普遍的な視点からの取組人権一般の普遍的な視点からの取組人権一般の普遍的な視点からの取組人権一般の普遍的な視点からの取組（（（（12121212事業）事業）事業）事業）       「人権に関する基本的な知識の習得」をベースに，「生命の尊さ」及び「個性の尊重」に重点を置き，多様な啓発事業を実施する予定です。         事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 
(1)(1)(1)(1)    県民参加型の啓発活動の実施県民参加型の啓発活動の実施県民参加型の啓発活動の実施県民参加型の啓発活動の実施    人権啓発イベントの実施 県民の人権問題への理解と関心を深めるため，「ヒューマンフェスタ2015ひろしま」を開催 ●実施時期：12月６日(日) ●実施場所：広島県民文化センター・紙屋町シャレオ中央広場(広島市中区基町周辺) ●内  容：・講演会の開催        ・映画の上映       ・一日人権擁護委員委嘱式       ・パネル展示 ほか  

6,556 （環境県民局） 人権男女共同参画課 
            
(2)(2)(2)(2)    実施主体間の連携実施主体間の連携実施主体間の連携実施主体間の連携    地域人権啓発活性化事業の実施  地域の実情に応じた地域密着型の啓発活動を実施(国庫受託事業の市町への再委託事業)  広島市を除く22市町  4,390 (環境県民局） 人権男女共同参画課                
(3)(3)(3)(3)    担当者の育成担当者の育成担当者の育成担当者の育成    人権啓発指導者養成研修会の実施  市町・民間企業等の事業所の人権啓発担当者に対して，指導者としての必要な知識を習得するための研修を実施 ●実施時期及び場所  ・８月20日，26日（エソール広島） ・８月21日（まなびの館ローズコム）  1,024 (環境県民局） 人権男女共同参画課                
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事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 
(4)(4)(4)(4)    文献・資料等の整備・充実文献・資料等の整備・充実文献・資料等の整備・充実文献・資料等の整備・充実    人権啓発資料の作成・配布  広島県人権だよりや人権啓発冊子「『気付き』から始めるみんなにとって大切なコト。」を作成・配布（市町，企業等） 県ホームページで，人権啓発冊子を紹介し，希望のあった市町や企業等に配布  345 (環境県民局） 人権男女共同参画課    図書，ビデオ，資料等の整備・充実  人権啓発に係る図書，ＤＶＤ，資料等を購入し，市町，企業等の啓発担当者に貸出  県ホームページで貸出状況のランキングを紹介し，利用を促進 140 (環境県民局） 人権男女共同参画課    計計計計２２２２事業事業事業事業    計計計計 485485485485                 
(5)(5)(5)(5)    内容・手法に関する調査・研究内容・手法に関する調査・研究内容・手法に関する調査・研究内容・手法に関する調査・研究    啓発手法等に関する調査・研究  国，都道府県，大学等の啓発手法等を調査することにより，効果的な啓発内容・手法を研究 －    (環境県民局） 人権男女共同参画課    (公財)人権教育啓発推進センターの研修等参加  (公財)人権教育啓発推進センターの人権啓発研修等に参加することにより，効果的な啓発内容等について情報を収集 －    (環境県民局） 人権男女共同参画課    計計計計２２２２事業事業事業事業    計計計計 0000                    
(6)(6)(6)(6)    マスメディアの活用等マスメディアの活用等マスメディアの活用等マスメディアの活用等    啓発ポスターの制作，掲示 人権尊重の理念を表現した啓発ポスターを制作し，電車等公共交通機関に掲示するとともに，市町等に配布する。 5,315 (環境県民局） 人権男女共同参画課    新聞広告の掲載 新聞広告及び地域総合情報誌を活用することにより，多くの県民に幅広く人権啓発に関する情報を提供  2,943 (環境県民局） 人権男女共同参画課    計計計計２２２２事業事業事業事業    計計計計 8,2588,2588,2588,258                         
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事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 
(7(7(7(7））））    インターネット等ＩＴ関連技術の活用インターネット等ＩＴ関連技術の活用インターネット等ＩＴ関連技術の活用インターネット等ＩＴ関連技術の活用    県ホームページの充実  広く県民に対して，多種多様の人権啓発情報を提供するため，県ホームページ（人権啓発コンテンツ）を充実 － （環境県民局） 人権男女共同参画課 インターネット広告  地元企業，スポーツチーム等のホームページへバナー広告等を掲載し，人権メッセージの伝達や県ホームページ（人権啓発コンテンツ）への誘導を行う。 864 （環境県民局） 人権男女共同参画課 計計計計２２２２事業事業事業事業    計計計計 864864864864        
(8)(8)(8)(8)    新たな手法による啓発活動の実施新たな手法による啓発活動の実施新たな手法による啓発活動の実施新たな手法による啓発活動の実施    

地元のスポーツチームと連携した人権啓発 県民に対する影響力の大きい地元のスポーツ組織と連携・協力した効果的な人権啓発活動を実施 ●サンフレッチェ広島 ・選手をポスターに起用 ・試合会場での啓発 ・スポーツチームの広報媒体を活用した啓発 ・ヒューマンフェスタでのオリジナル啓発グッズ配布 等 ●トップス広島等 講師として選手等の派遣を受けて，県内の小学校等においてスポーツ人権教室を実施   
2,250 （環境県民局） 人権男女共同参画課 

             合計合計合計合計12121212事業事業事業事業    「「「「人権一般の普遍的な視点からの取組人権一般の普遍的な視点からの取組人権一般の普遍的な視点からの取組人権一般の普遍的な視点からの取組」合計」合計」合計」合計    23,82723,82723,82723,827     
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２２２２    各人各人各人各人権課題に対する取組権課題に対する取組権課題に対する取組権課題に対する取組    （（（（60606060事業）事業）事業）事業） 取組番号 事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 
(1)(1)(1)(1)    女性女性女性女性 ①  女性の登用 県の審議会等への女性の参画を積極的に推進 ― 全部局  (総務局) 人事課 ― (教育委員会) 総務課 ― (警察本部) 総務課，留置管理課 ① 男女共同参画拠点づくり推進事業  (公財)広島県男女共同参画財団が行う男女共同参画を推進するための情報・研修・相談・交流・チャレンジ支援の５部門を柱とする各種事業の支援   ●人材養成や普及啓発を図るための講座の実施   ●相談事業，情報提供事業の実施  等 4,960  (環境県民局） 人権男女共同参画課 ② 地域における取組支援  県内全域で男女共同参画の取組が推進されるよう，先進的取組情報の提供や市町・関係団体等の取組機運の醸成につながる講演会を開催 754 (環境県民局） 人権男女共同参画課 ② 男女共同参画に関する広報・啓発 ●男女共同参画週間における広報  パネル展示，啓発リーフレット等の配布 ●県ホームページ等による広報・啓発の実施 ─ (環境県民局） 人権男女共同参画課 ④ 働く女性の就業継続応援事業  出産・育児と仕事の両立を希望する女性労働者の着実な就業継続を支援するため，研修会等を実施  ・報告会の実施，奨励金の支給  ・出前講座   ・メンター養成セミナーの実施 22,920  (健康福祉局） 働く女性応援課 ③ 公正採用選考等啓発事業  公正な採用選考システムを確立し，就職の機会均等が図られるよう，啓発資料を県の雇用労働情報サイト「わーくわくネットひろしま」に掲載し，事業主に対する啓発を実施 ― (商工労働局） 雇用労働政策課 ③ ④ ワンストップ雇用労働情報提供システム 男女雇用機会均等法，育児・介護休業法や支援制度，相談窓口等の情報を「わーくわくネットひろしま」に掲載し，求職者，学生，労働者，事業主に対して広報，啓発を実施 2,558  (健康福祉局） 働く女性応援課 (商工労働局） 雇用労働政策課 ③ ④ 女性の活躍先進事例普及事業 先進事例の分析から取組導入のノウハウ手引書（実践編）を作成するとともに，経済団体が中心となり労働団体，行政で構成する推進組織「働く女性応援隊ひろしま」を設置し，女性の活躍推進に向けた企業の取組を全県的に展開 12,237 (健康福祉局） 働く女性応援課 
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取組番号 事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 ③ ④ 仕事と家庭の両立支援推進事業 企業訪問による一般事業主行動計画策定の促進 3,305 (健康福祉局） 働く女性応援課 ③ ④ イクメン企業同盟活動推進事業 企業経営者で構成するイクメン企業同盟の活動（イクメン企業サミット・キャンペーン）により，社会全体の意識改革，働き方改革を促進 6,073 (健康福祉局） 働く女性応援課 ③ ④ 男性の育児休業等促進事業 男性が１週間以上の育児休業等を取得した中小企業に奨励金を支給するとともに，新たにイクボス養成講座の開催，男性育休等取得事例集の作成。 13,412 (健康福祉局） 働く女性応援課 ③ ④ 広島県職場環境実態調査費  県内企業の女性の能力発揮支援や仕事と家庭の両立支援の取組等の実態把握 1,188 (商工労働局） 雇用労働政策課 ③ ④ 女性の就職総合支援事業  就職を希望する女性に対し，「わーくわくママサポートコーナー」においてきめ細かい相談対応等を行うとともに，コーナーから遠い地域にお住まいの方への出張相談・職場体験プログラム等を実施 また，セミナーや出張相談により，潜在的に就職を希望している女性の就職活動を支援 55,643  (健康福祉局) 働く女性応援課 ⑤ ⑥ 暴力被害女性支援体制整備事業  「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律(ＤＶ法)」に基づく「配偶者暴力相談支援センター」の機能充実による暴力被害女性等に対する相談・保護・支援体制の強化  ・普及・啓発  ・相談体制の充実  ・保護体制の充実  ・関係機関等との連携 15,561  (健康福祉局） こども家庭課   
計計計計16161616事業事業事業事業    計計計計 2,2502,2502,2502,250                

(警察本部) 生活安全総務課 
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取組番号 事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 
(2)(2)(2)(2)    子ども子ども子ども子ども ① ② 青少年健全育成事業  家庭・学校・地域社会が一体となった青少年育成活動を推進するため，青少年健全育成条例の運用等により青少年を取り巻く有害環境の改善を行うほか，青少年育成県民運動を推進するため，(公社)青少年育成広島県民会議の活動を支援  ●青少年を取り巻く有害環境の改善    ・「青少年の非行・被害防止全国強調月間」(７月)中の啓発活動    ・インターネットの適正利用に関する講演会の実施 など  ●青少年育成広島県民運動の推進    ・青少年育成情報ネット「ゆっぴーネット」による情報発信    ・「子ども・若者育成支援強調月間」(11月)中のあいさつ・声かけ街頭啓発活動       

10,233  (環境県民局） 県民活動課 

① ② ③ ④ 少年非行防止総合対策事業 ●少年サポートセンターの運営 ・少年やその保護者，学校関係者等からの各種少年相談の受理 ・非行少年等に継続的な助言・指導を行う継続補導 ・非行少年等に対する立ち直り支援活動   ・非行を兆しの段階で抑止するための街頭補導活動  ・学校との共同実施による犯罪防止教室等の開催 ・少年非行や被害防止を目的とした各種広報啓発活動 ●非行少年グループ等の立ち直り支援事業  県内における少年非行件数の約７割を占める広島市域及び福山市域２箇所に，少年の非行防止及び立ち直り支援等の活動拠点として教育委員会等と共同で「少年サポートセンター」を開設し，関係機関・団体と連携を図り，総合的かつ効果的な活動を推進 ●スクールサポーターの活用 ・スクールサポーターの増員  スクールサポーターを６人増員(平成25年度16名，平成26年度22名)し，体制の強化を図る。 ・生徒指導上の課題が多い学校に対する支援体制の強化  問題行動が頻発し，校内における暴力行為が発生する危険性が高い学校を特定し，県教育委員会の「学校支援プロジェクトチーム」と連携し支援体制の強化を図りながら，事件化も念頭において，複数名のスクールサポーターを集中的に派遣し，安心して学べる教育環境を早期に確立する。 ・派遣校を管轄する警察署との連携の強化 派遣校を管轄する警察署と定期的に協議会を開催し，少年非行等の総合的抑止活動を推進する。 ・いじめ問題の未然防止 いじめ問題の未然防止や被害拡大防止等を図るため，学校と警察が迅速に連携した対応ができるよう取り組む。   

77,065  （うち67,883は教育委員会から配当換え） (警察本部） 少年対策課 
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取組番号 事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 ① ② 子どもの交通安全対策事業  人命尊重の理念に基づき，次代を担う子どもたちを交通事故から守るため，自転車競技を通じて交通安全に関する知識と技術を身につけさせるとともに，交通安全についての興味と関心を高めさせ，さらには，その習慣化を図ることにより交通事故防止を図る目的で，「交通安全こども自転車広島県大会」を開催  ●開催日：平成27年６月20日(土)  ●開催場所：広島市中小企業会館(広島市西区商工センター一丁目)  ●主催：一般財団法人広島県交通安全協会，広島県警察  ●参加：30チーム，児童150人(見込み)  ●内容：学科テスト，実技テスト(安全走行，技能走行) 
─ (警察本部） 交通企画課 

② ③ ④ 児童虐待防止対策事業   児童虐待について，発生予防(普及啓発)，早期発見・早期対応及び事後ケア(再発防止)など，一貫した総合的な取組を実施 ●発生予防 ・児童虐待防止オレンジリボンキャンペーン事業の実施 ・里親キャンペーン事業の実施 ●早期発見・早期対応 ・電話相談「子ども何でもダイヤル」の実施 ・こども家庭支援員の配置  ・法務専門員（弁護士）の配置 ・一時保護所への心理療法士の配置 ・医療的機能強化事業の実施 ・児童虐待対応職員の資質向上のための研修の実施 ・親子支援推進員の配置 ・市町職員実戦力向上研修の実施 ・警察との連携強化事業の実施 ●事後ケア(再発防止) ・保護者・児童へのグループワークの実施 ・里親支援事業の実施 ・児童養護施設等退所児童サポートステーションの設置 ・親子支援プログラムの実施 ●退所後の支援   ・児童養護施設等退所児童サポートステーションの設置   ・退所児童アフターケア事業 ・入所児童自立支援事業  

188,401 (健康福祉局） こども家庭課 

計計計計４４４４事業事業事業事業    計計計計 275,699275,699275,699275,699     
    

    

    

    

(警察本部) 少年対策課 
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取組番号 事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 
(3)(3)(3)(3)    高齢者高齢者高齢者高齢者    ① 老人保健福祉月間事業  県民の間に，広く高齢者の福祉についての関心と理解を深めるとともに高齢者に自らの生活の向上に努める意欲を促すため，９月を老人保健福祉月間と定め，市町及び関係団体と協力して，諸行事を実施 ●広報活動  懸垂幕の掲示，県ホームページ等による広報，百歳長寿者への内閣総理大臣祝状・記念品伝達 103   (健康福祉局） 地域福祉課 ② 介護保険サービス適正利用推進事業 県の本来業務である市町の体制強化を図るための苦情処理担当者の研修や苦情窓口への訪問事業等の事業を委託実施 ●市町等苦情処理担当者研修会等の開催 ●市町等苦情処理ブロック別連絡会議 ●苦情処理への対応方法の助言・広報啓発事業 ●苦情処理情報の相談・収集・整理事業 等 [広島県国民健康保険団体連合会に委託]  

3,000 (健康福祉局） 地域福祉課 
④ 明るい長寿社会づくり推進事業   高齢者の生きがいと健康づくりをはじめ，積極的な社会参加を推進するため，各種事業を実施 ●全国健康福祉祭(ねんりんピック)への選手派遣 ●シニア総合スポーツ大会の開催 ●シルバー作品展の開催 ●シニア囲碁・将棋大会の開催 ●高齢者のための元気いきいき広島・よがんすネット [(社福)広島県社会福祉協議会に委託]  

33,921    (健康福祉局） 地域包括ケア・高齢者支援課 
④ プラチナ世代社会参画促進事業  団塊の世代の高齢化が見込まれる中，社会の活力の維持向上のためには，高齢者一人ひとりが積極的に地域社会へ参画し，長年培ってきた知識や経験，技能を十分発揮することが重要であることから，現役世代を含むプラチナ世代(概ね 55歳以上)が地域の担い手として活躍できる社会の構築を推進 ●総会等の開催，情報発信 ●交流促進イベント・ＰＲの実施 【主催】広島県プラチナ世代支援協議会(広島県，(社福)広島県社会福祉協議会，(公財)広島県老人クラブ連合会等10団体で構成) ●現役世代（企業等）への働きかけ ●広島県高齢者健康福祉大学校（プラチナ大学）を市町と連携して実施 [(社福) 広島県社会福祉協議会に委託] 

10,744 (健康福祉局） 地域包括ケア・高齢者支援課 
④ 高齢者交通安全対策事業 ●加齢に伴う身体機能の変化が運転に及ぼす影響等を理解させ，その変化に応じた安全運転を促すため，高齢運転者に対する参加・体験・実践型の交通安全教育を推進 ●高齢者が被害となる交通事故防止対策として，交通安全仲良しクラブへの参加呼びかけ，訪問活動による個別指導，反射材用品等の普及活動を促進 ●老人クラブの交通安全部会，交通指導員や地域交通安全推進委員等に対する教養や資料提供等により，交通ボランティアに対する自立的な交通安全教育の支援を推進 ●全警察署管内に「高齢者交通安全モデル地区」を指定し，住民主導による交通安全活動が促進されるよう，関係機関・団体と連携した，重点的な高齢者交通安全対策を推進 

─ (警察本部） 交通企画課 
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取組番号 事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 ⑤ 高年齢者就業支援事業  高年齢退職者に臨時的かつ短期的な就業の場を提供している，シルバー人材センター連合会への補助等 8,900  (商工労働局） 雇用労働政策課 ⑤ 公正採用選考等啓発事業  公正な採用選考システムを確立し，就職の機会均等が図られるよう，啓発資料を県の雇用労働情報サイト「わーくわくネットひろしま」に掲載し，事業主に対する啓発を実施 － (商工労働局） 雇用労働政策課 ⑤ ワンストップ雇用労働情報提供システム  高年齢者の雇用拡大や事業主に対する助成制度，高年齢者向け就職相談窓口等の情報を，「わーくわくネットひろしま」に掲載し，求職者，事業主に対して，広報，啓発を実施 (2,558) 再掲 (商工労働局） 雇用労働政策課 ⑥ 広島県地域包括ケア推進センター運営事業 ●県内各市町の実情に応じた地域包括ケア体制を構築するため， ・地域包括ケアシステムの構築手法の普及・定着  ・地域包括ケアシステムの評価指標の策定・活用  ・地域ケア会議運営支援  ・地域リハビリテーションの推進 などを実施 ●解決困難な認知症や高齢者虐待等の事例に対する市町職員等からの相談対応  ［(公財)広島県地域保健医療推進機構に委託］  
63,000  (健康福祉局） 地域包括ケア・高齢者支援課 

⑥ 認知症にやさしい地域づくり支援事業 ●高齢化の急速な進展に伴い，認知症のある高齢者の増加が見込まれる中，本人や家族を適切に支援するため，医療と介護の連携強化等により地域における支援体制の構築等を図るための検討を行う「認知症地域支援体制推進会議」の開催 ●認知症患者本人やその家族をはじめ，県民が認知症を正しく理解し，認知症の早期受診・治療につなげることなどを目的として，世界アルツハイマーデー(９月21日)を起点とした１週間を「オレンジリング週間」と位置付け，各種の啓発イベント等を実施  2,408 (健康福祉局） 地域包括ケア・高齢者支援課 ⑥ 認知症地域連携体制構築事業 ●医療・介護機関が患者情報を共有するための連携ツール（ひろしまオレンジパスポート）の県内全域への普及・利用拡大を図るための医療機関等への支援を検討（※広島県地域医療介護総合確保基金の活用を検討） -   (健康福祉局） 地域包括ケア・高齢者支援課 ⑥ 減らそう犯罪推進事業 ●「高齢者を対象とした安全情報ネットワーク」による情報発信  今後，認知症高齢者や一人暮らし，夫婦のみの世帯の高齢者の増加が見込まれるため，市町等の行政機関，医療・介護関係者，地域の自治組織や住民等と連携，協力し，高齢者を守るネットワークの構築を推進し，犯罪情報等を提供する。 148   (警察本部） 安全安心推進課 ⑥ 高齢者防犯モデル地区活動 ●「高齢者防犯モデル地区」の指定と犯罪防止教室の開催  県内各警察署ごとに高齢者が多い地域，高齢者の犯罪・事故の被害が多い地域28地区を「高齢者防犯モデル地区」として選定し，同地区における犯罪防止教室の開催等をはじめとした効果的な活動を推進する。 －  (警察本部） 安全安心推進課 計計計計13131313事業事業事業事業    計計計計 122,224122,224122,224122,224      
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取組番号 事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 
(4)(4)(4)(4)    障害者障害者障害者障害者 ① ② ④ ⑤ 障害者社会参加推進事業(知的障害者福祉大会開催事業) ●目的 障害者福祉について研究し，自立への意欲を高めるとともに，広く県民に対する福祉思想の普及，啓発を促進 ●内容 知的障害者援護知事表彰等を行う広島県知的障害者福祉大会の運営を支援  ・期日：10月４日(日) ・場所：アステールプラザ（広島市） ・対象：知的障害者とその保護者，関係者 ●計画目標  引き続き，広く参加者を募り，福祉思想の普及・啓発を促進  (平成26年度実績：約800人)  [実施主体] (一社)広島県手をつなぐ育成会    

－  (健康福祉局） 障害者支援課 

① ② ④ ⑤ あいサポートプロジェクト ●目的  誰もが暮らしやすい共生社会の実現を目指し，地域社会全体の思いを強くつなげる環境づくりに向けての機運の醸成等 ●内容   ・あいサポート運動(あいサポーター研修の出前講座等)      あいサポート企業・団体研修(対象:200社)，あいサポーター研修(対象:30,000人)等   ・あいサポートリーダー養成研修の実施     あいサポーター研修の講師を務められる人を養成する。      自己の企業・団体等でのあいサポート研修の実施や相談支援を行う企業リーダーを養成する。   ・あいサポートアート展の開催  障害のある方による芸術展 ●計画目標  ・あいサポート運動 あいサポーター数32年度末目標：170,000人(平成26年度末現在137,415人)   委託事業者 未定    

9,920 (健康福祉局） 障害者支援課 

① 障害者地域生活支援体制推進事業  障害者差別解消法施行に向け，相談体制を整備する。  ・職員対応要領（仮称）の策定に向けた取組支援  ・広島県障害者差別解消支援地域協議会（仮称）の設置    265 ※ 10,081の一部 (健康福祉局） 障害者支援課 
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取組番号 事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 ④ 公正採用選考等啓発事業  公正な採用選考システムを確立し，就職の機会均等が図られるよう，啓発資料を県の雇用労働情報サイト「わーくわくネットひろしま」に掲載し，事業主に対する啓発を実施   － (商工労働局） 雇用労働政策課 ④ ワンストップ雇用労働情報提供システム  障害者雇用に関する事業主の義務，支援制度や県内の障害者の雇用の現状，障害者を対象とした就職面接会，相談窓口等の情報を「わーくわくネットひろしま」に掲載し，広報，啓発を実施   (2,558) 再掲 (商工労働局） 雇用労働政策課 ④ 障害者雇用・就業促進事業  職場適応訓練の実施，求職中の障害者と事業主が一堂に会して直接面談する就職面接会の開催や障害者雇用のビジネスモデルの推奨，障害者雇用啓発資料の作成及び障害者の雇用に積極的な事業所に対する知事表彰を実施   5,972   (商工労働局） 雇用労働政策課 ④ 障害者在宅ワーク支援研修事業   情報技術を利用した在宅ワークに必要な技術習得の研修を実施  ・対象者：重度身体障害者等で通勤による就業が困難な者(14人)  ・期間：５月～３月  ・内容：ＷＥＢ制作 (14人)  ・方法：Ｅメール等を利用した在宅研修及び訪問指導   
4,749   (商工労働局） 職業能力開発課 

⑥ 精神科病院入院患者処遇向上対策事業 精神科病院に対する審査・指導の実施(県管轄の全精神科病院，年１回) ●精神科病院病状審査及び入院者状況調査 精神科病院に指定医を派遣し，措置入院者及び医療保護入院者の病状・入院状況について，審査指導を実施 ●医療保護入院届，定期病状報告，処遇改善請求に係る審査 広島県精神医療審査会において，入院届等の書類審査や処遇改善請求に基づく審査を行い，入院の要否や入院者の処遇を決定   
13,768   (健康福祉局） 健康対策課 

⑥ 障害者虐待防止・権利擁護推進事業  障害者虐待の未然防止や早期発見，迅速な対応及びその後の適切な支援の確保  ●障害者虐待防止ネットワーク推進会議の運営  ●県障害者権利擁護センターの運営  ●障害者虐待防止・権利擁護研修   9,933 (健康福祉局） 障害者支援課 
計計計計９９９９事業事業事業事業    計計計計 44,60744,60744,60744,607     
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取組番号 事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 
(5)(5)(5)(5)    同和問題同和問題同和問題同和問題    ① ③ 啓発ビデオの上映  参加者に同和問題への理解を促し，人権意識の醸成を促進するため，「ヒューマンフェスタ2015ひろしま」において人権啓発ビデオを上映    １-(1)に含む  (環境県民局） 人権男女共同参画課 ② 公正採用選考等啓発事業  公正な採用選考システムを確立し，就職の機会均等が図られるよう，啓発資料を県の雇用労働情報サイト「わーくわくネットひろしま」に掲載し，事業主に対する啓発を実施    －  (商工労働局） 雇用労働政策課 ① ③ 啓発資料の作成・配布 県が作成した人権啓発冊子「『気付き』から始めるみんなにとって大切なコト。」等の配布    １-(4)に含む  (環境県民局） 人権男女共同参画課 ④ 地方改善事業(隣保館運営費補助金) 人権課題解決のための各種事業や生活上の各種相談事業を実施している隣保館（社会福祉法 第２種社会福祉事業を行う施設）を設置・運営する市町（政令市及び中核市除く。）に対して支援を実施    219,438  (環境県民局） 人権男女共同参画課 計計計計４４４４事業事業事業事業    計計計計 219,438                             
(6)(6)(6)(6)    アイヌの人々アイヌの人々アイヌの人々アイヌの人  々① 啓発資料の作成・配布 県が作成した人権啓発冊子「『気付き』から始めるみんなにとって大切なコト。」等の配布    １-(4)に含む (環境県民局） 人権男女共同参画課      



 

5
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取組番号 事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 
(7)(7)(7)(7)    外国人外国人外国人外国人 ① ② 多文化共生の地域づくり支援事業  国籍を問わず全ての県民が地域の一員として安心して暮らし，また，多様性と活力にあふれた多文化共生社会を実現するために，県内各地で生活する外国籍県民及びともに暮らす日本人県民のニーズを的確に把握し，市町と連携した取組の充実を図る。 ●ひろしま多文化共生連絡協議会(H18.９設置)の開催による市町等と連携した多文化共生施策の一層の推進 県内23市町，県警，ひろしま国際センター，法務局，入国管理局，労働局等関係者が参画し，外国籍県民の現状や課題，取り組むべき推進事業の企画や連携に向けた調整の場とする。 ●県・市町の行政情報，生活関連情報等の多言語化を実施 ●在留資格や社会保険といった専門相談窓口の運営，市町担当者やボランティアの人材育成支援，外国籍県民向け総合情報サイトの運営 (公益財団法人ひろしま国際センターに委託)     

20,507  (地域政策局） 国際課 
③ 公正採用選考等啓発事業  公正な採用選考システムを確立し，就職の機会均等が図られるよう，啓発資料を県の雇用労働情報サイト「わーくわくネットひろしま」に掲載し，事業主に対する啓発を実施     －  (商工労働局） 雇用労働政策課 
③ ワンストップ雇用労働情報提供システム  外国人を雇用する事業主の義務・留意点，外国人労働者の職業紹介や労働条件に関する相談窓口等の情報を，「わーくわくネットひろしま」に掲載し，広報・啓発を実施     (2,558) 再掲 (商工労働局） 雇用労働政策課 

計計計計３３３３事業事業事業事業    計計計計 20,50720,50720,50720,507                
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取組番号 事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 
(8)(8)(8)(8)    ＨＩＶ感染者及びハンセン病患者・回復者等ＨＩＶ感染者及びハンセン病患者・回復者等ＨＩＶ感染者及びハンセン病患者・回復者等ＨＩＶ感染者及びハンセン病患者・回復者等   ア ＨＩＶ感染者等 ① エイズ予防対策事業  普及啓発，医療体制，相談体制等の総合的なエイズ対策の推進と，中国四国ブロック内の医療水準の向上を図るため，次の事業を実施  ●エイズ対策促進事業    ・推進体制の充実    ・普及啓発の推進    ・相談体制の充実    ・検査体制の充実    ・医療体制の充実  ●中国四国ブロックエイズ対策促進事業    ・連絡協議会の設置・運営    ・中四国拠点病院等に対する研修    ・ブロック拠点病院実地研修    ・調査研究    ・相談事業    ・ブロック拠点病院派遣事業 

55,437  (健康福祉局） 健康対策課 

  イ ハンセン病患者・回復者等 ①   ハンセン病対策事業  ハンセン病患者等に対する偏見や差別を解消するため普及啓発活動を実施するとともに，患者等の名誉の回復，社会への復帰及び福祉の増進を図るため，次の支援事業を実施 (内容)普及啓発，入所者訪問，郷土産品送付，里帰り・社会復帰支援，患者家族生活援護，在宅者検診 2,265  (健康福祉局） 健康対策課 計計計計２２２２事業事業事業事業    計計計計 57,70257,70257,70257,702         
(9)(9)(9)(9)    刑を終えて出所した人刑を終えて出所した人刑を終えて出所した人刑を終えて出所した人  啓発資料の作成・配布  県が作成した人権啓発冊子「『気付き』から始めるみんなにとって大切なコト。」等の配布  4-(4)に含む  (環境県民局） 人権男女共同参画課    



 

5
3 

取組番号 事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 
(10)(10)(10)(10)    犯罪被害者等犯罪被害者等犯罪被害者等犯罪被害者等 ① 犯罪被害者等に係る支援施策の推進  犯罪被害者等の権利利益の保護及び適切な支援を行うため，総合的な対応窓口の設置・運営や広報・啓発，関係機関との連携体制の充実・強化など，関係施策を総合的に推進  1,288 (環境県民局） 県民活動課 ② 犯罪被害者等に係る支援施策の推進  犯罪被害者等の人権尊重理念の普及を図るための啓発活動を推進  24  (警察本部） 警察安全相談課 ②  犯罪被害者等が受ける精神的，経済的，身体的被害の軽減を図るための援助活動の充実強化 ③  公安委員会から犯罪被害者等早期援助団体の指定を受けた, 公益社団法人広島被害者支援センターに対する助言・指導，財政的支援の措置 ② ③  国の「犯罪被害者等基本計画」に沿った施策を推進 計計計計２２２２事業事業事業事業    計計計計 1,3121,3121,3121,312      
(11)(11)(11)(11)    インターネットによる人権侵害インターネットによる人権侵害インターネットによる人権侵害インターネットによる人権侵害    ① サイバー犯罪対策の推進 ●不正に個人情報を入手する不正アクセスやフィッシング詐欺等のサイバー犯罪捜査の推進や掲示板への書き込みをめぐるトラブル等の防止 ●インターネットを利用した犯罪被害を未然防止するため，サイバーセキュリティ・カレッジの開催による広報・啓発活動を実施 ―  (警察本部） サイバー犯罪対策課 ② 個人情報保護制度の啓発  次のとおり，個人情報保護制度を普及・啓発し，個人情報の適正な取扱いを促進  ●ホームページによる個人情報保護制度に関する情報提供  ●県民や事業者からの個人情報に関する相談への対応  ●県職員等を対象とする個人情報保護制度についての研修 115   (総務局） 総務課 計計計計２２２２事業事業事業事業    計計計計 115115115115        
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取組番号 事 業 名 事  業  内  容 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 
(12)(12)(12)(12)    その他その他その他その他  ユニバーサルデザイン推進事業 ●「ユニバーサルデザインひろしま推進指針」に基づく普及・啓発 ●最新動向の把握及びホームページ等を通じた情報発信  等  ―  (総務局） 経営企画チーム 
 

拉致問題等北朝鮮による人権侵害問題の啓発 「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関する法律」に基づく啓発 ●北朝鮮人権侵害問題啓発週間を中心に，人権啓発イベントや県ホームページなど様々な媒体を活用した啓発活動を実施 ―  (地域政策局） 国際課  「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関する法律」に基づき当該問題の啓発  ●北朝鮮人権侵害問題啓発週間に合わせた啓発資料の配布・掲示を実施 ― (警察本部） 外事課  計計計計３３３３事業事業事業事業    計計計計 0000                  合計合計合計合計60606060事業事業事業事業    「「「「各人権課題に対する取組各人権課題に対する取組各人権課題に対する取組各人権課題に対する取組」」」」合計合計合計合計    880,553880,553880,553880,553     
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３３３３    人権にかかわりの深い特定の職業に従事する者に対する研修等人権にかかわりの深い特定の職業に従事する者に対する研修等人権にかかわりの深い特定の職業に従事する者に対する研修等人権にかかわりの深い特定の職業に従事する者に対する研修等    （（（（９９９９事業）事業）事業）事業）    対 象 者 研  修  等  の  概  要 Ｈ27年度 当初予算額(千円) （ ）は再掲 （部局等） 担 当 課 県職員  各機関において，「広島県人権問題職場研修実施要綱」に基づき，所属の全職員を対象とする職場研修，管理監督者研修，業務別研修等の研修を実施 ― （総務局） 人事課 県職員 ●自治総合研修センターが行う研修において，人権問題についての講義を実施  対象：初任研修，管理者研修，医療業務従事職員初任研修 ●人権問題職場研修推進員に対し，人権問題に対する認識を深めながら，研修の効果的な進め方を習得するための研修を実施 ― （総務局） 自治総合研修センター 警察職員  警察職員に対し，職場及び各級警察学校教養において様々な人権問題について教養を実施 426 （警察本部） 人材育成課 消防職員  初任教育において人権問題についての講義を実施  前期初任学生102人を対象に４月に２時間，後期初任学生66人を対象に11月に２時間実施 ― （危機管理監） 消防学校 農林漁業団体関係者  農山漁村地域における農林漁業団体の人権啓発推進に果たす社会的役割は大きなものがあることから，農林漁業団体職員等が人権問題に対する正しい理解を深め，様々な人権問題に対する取組を推進するため，関係者への研修を実施  ●人権問題の啓発：研修会(講演とグループによる意見交換)の開催  450 （農林水産局） 農林水産総務課 市町職員等 ●市町人権施策担当課長会議を開催し，研修用教材や先進事例の紹介等を行い，市町が実施する研修等を支援 ●市町等の人権啓発担当者に対して，指導者として必要な知識を習得するための研修を実施 （８月20日・26日エソール広島，８月21日まなびの館ローズコム） ●広島県人権だより及び人権啓発冊子「『気付き』から始めるみんなにとって大切なコト。」を作成し，研修資料等として市町に配布 ●人権啓発に係る図書，ＤＶＤ，資料等を購入し，市町等の啓発担当者に貸出 １-(3)及び(4) に含む （環境県民局） 人権男女共同参画課 県職員及び市町職員  犯罪被害者等の支援窓口担当者を対象に，犯罪被害者等支援の取組を推進するための研修を実施 (703) （環境県民局） 県民活動課 市町職員等  全市町の多文化共生担当者・相談員等を対象に，対応力の向上を図るための研修を実施  (公益財団法人ひろしま国際センターへの委託事業の一部)                                （17,388） *委託事業全体額 （地域政策局） 国際課 矯正施設職員（刑務官），司法修習生  矯正施設の職員である刑務官や司法修習生を対象に，新任及び昇任時教養において被害者支援の経緯，被害者に対する対応要領等に関する教養を実施 ― （警察本部） 警察安全相談課 合計合計合計合計９９９９事業事業事業事業    合計合計合計合計 876876876876         総計総計総計総計81818181事業事業事業事業    総総総総計計計計 905,256905,256905,256905,256     
    


